
































務員月報』616 号，2014 年 11 月など。
2）  　『地方公務員月報』には各自治体の女性活用に関する事例が数多く掲載されている。
3）   　紹介されている取組みには，「募集活動などの採用関係」，「研修」，「活用のための取組会議」，「メンター
研修」，「両立支援策」などが挙げられる（人事院 HP 2015 年 11 月 15 日アクセス）。
4）   　国家公務員Ⅰ種採用試験（現在の総合職採用試験）における事務系区分（行政・法律・経済）に限定して
みると，2004 年に採用試験申込者数のうち女性の占める比率が 30％を超え，これ以降 30％以上を保ってい
る。また，採用者に占める比率を見ても，2009 年に 30.2％，2010 年に 25.7％となっており，国際水準とさ
















2005 年度 156082 153247     2835 1.8 
2006 年度 156758 153797     2961 1.9 
2007 年度 157396 154262     3134 2.0 
2008 年度 157860 154577     3283 2.1 
2009 年度 158327 154842     3485 2.2 
2010 年度 158809 155163     3646 2.3 
2011 年度 159354 155548     3806 2.4 
2012 年度 159730 155778     3952 2.5 
2013 年度 160392 156268     4124 2.6 















2005 年度 154427 152374 2053 1.3
2006 年度 155061 152854 2207 1.4
2007 年度 155670 153283 2387 1.5
2008 年度 156205 153617 2588 1.7
2009 年度 156656 153834 2822 1.8
2010 年度 157212 154196 3016 1.9
2011 年度 157784 154702 3082 2.0
2012 年度 158194 154836 3358 2.1
2013 年度 158905 155378 3527 2.2











都道府県警察官 257669 237813（92.3） 19856（7.7）
自衛官 225712 213113（94.4） 12599（5.6）
海上保安官 13208 12475（94.5） 733（5.5）
消防吏員 159787 156076（97.7） 3711（2.3）
（備考）
警察官：①総数　平成 26 年版警察白書 P192「警察職員の定員」のうち「都道府県警察の警察官数」より


























人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％）
合計 30759 19.3  125504 78.5  3524 2.2  159787
男性 28880 18.5  123783 79.3  3413 2.2  156076
女性 1879 50.6  1721 46.4  111 3.0  3711
（備考）　消防庁「平成 26 年度消防防災・震災対策現況調査」により作成
出典　消防庁「消防本部における女性職員の更なる活躍に向けた検討会」第 1 回資料




消防隊 救急隊 救助 通信・指令 その他 計
16.1 24.6 0 4.2 1.5 46.4
（備考）　担当業務別割合は全国消防長会「消防現勢」の ｢８ 女性消防吏員と職務状況」を参考に作成した
出典　消防庁 ｢消防本部における女性職員の更なる活躍に向けた検討会」第 1 回資料








































9）  　消防庁「消防本部における女性職員の更なる活躍に向けた検討会」第 1 回資料
10） 　当時の名称は婦人消防官であった。






























































































































。たとえば東京消防庁 HP には Career Interview というページが















上記 2 つの事例に共通して言えることは，キャリアパスの転換点が入庁 8 〜 10 年目に訪れ
ていることである。さらに，入庁当初の数年は比較的幅広い分野に異動が行われている。図表
6 ではポンプ隊→救急→予防と異動が行われ，図表 7 ではポンプ隊→空中作業隊員→消防署予
防課（毎日勤務）と異動している。また，キャリア形成の中で一度は毎日勤務を経験している






























警察庁長官官房人事課「女性の視点を一層反映した警察運営の推進」『共同参画』2014 年 2 月号 内閣府，
2014.2
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武石恵美子「女性の活躍推進のために求められること：女性の働く意欲を高める職場環境とは」『地方公
務員月報』616 号，2014 年 11 月
18）  　岩田正美・大沢真知子編『なぜ女性は仕事を辞めるのか　―5155 人の軌跡から読み解く』青弓社 P11
108 経済理論　382号　2015年12月
Current Issues Relating to Active Promotion of Women  
in Fire and Disaster Management
Mariko OKADA
Abstract
This paper assesses the current state of employment for women in fire and disaster 
management in Japan, and identifies employee management issues that need to be 
resolved to tackle the problem of the relatively low number of women in the profession. It 
identifies three main issues: traditional workplace practices, insufficient measures for 
supporting work-life balance, and personnel training systems. Of these, it is most 
important at present to find ways to address the issue of personnel training systems.
